
一般財団法人 新潟県建設技術センター

⾄ 令和  7年 ３⽉３１⽇

令和6年度

事業計画書

収支予算書

⾃ 令和 6年 ４⽉ １⽇



令和６年度 事業計画書 

 

 

Ⅰ 基本方針 

   当センターは、公共事業の円滑かつ効率的な執行の補完・支援を担うとともに、

建設技術者の資質向上を図り、もって社会資本の整備に寄与することを目的とし

て昭和 60 年４月に設立され、以来その設立目的に則り、建設材料試験、設計積算

施工管理補助、積算システムの提供、インフラメンテナンス支援、研修及び研究

助成などの各種事業に鋭意取り組み、発注者支援機関として地域社会の発展に貢

献してきている。 

当センターでは、今後も良質な社会整備に向けて一定の役割を果たしていけるよ

う、令和６年度から５か年に渡る中期経営計画を策定したところである。その中で、

「公益的価値の向上」「品質の確保」「技術力の向上と持続的支援」「社会的責任」

を目指すべき姿として、計画的に事業を取り組んでいくこととしている。 

令和６年度においては、令和４年８月新潟県北部豪雨災害復旧支援に引き続き尽

力するほか、事業の効率化と品質向上に向けたデジタル化の推進を一層進めてい

くとともに、新規事業展開に向けた検討も進めていく。 

また、地域インフラ再生や脱炭素社会など様々な社会情勢の変化についても適切

に対処していけるよう、幅広な情報収集や先進技術の習得などによる職員能力の

向上にも鋭意取り組んでいくこととする。 

 

Ⅱ 事業の実施計画 

   基本方針に基づき、次のとおり事業を実施する。 

 

１ 地域の発展を支える事業 

１－１ 未来の技術者と建設産業を支える事業 

（１）建設技術に関する研修 

ア クリエイティブセミナー  

県及び市町村職員を対象として、これからの社会資本整備に向けて必要不

可欠な幅広い知識の習得や、本質を的確に捉える能力の向上を図るため、県

土木部との共催で実施する。当年度は、３回の実施を計画している。 

イ けんせつセミナー２０２４ 

県、市町村職員及び建設業関係者を対象として、多様化する建設課題に適

切に対応できる視野と、民間技術の発展に迅速に対応できる技術能力の向上

などを目的として実施する。当年度は、16 回の実施を計画している。 
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ウ 技術セミナー 

社会資本の品質向上に向けて、コンクリートを中心とした建設材料などの

技術情報に関するセミナーを建設関連団体との共催で実施する。当年度は、

１回の実施を計画している。 

エ 出前講座 

土木行政に関する情報発信の一環として、社会資本整備に関する様々なテ

ーマについて、当センター職員が市町村や県地域機関などに出向き、解りや

すく課題に即した講座として実施する。 

 

（２）調査研究及び研究助成 

新潟県地域活性化に関する研究助成 

社会資本整備や維持管理、建設技術に関する課題解決や地域社会の活性化、

安全･安心の増進を図るための多様な研究や活動を行う団体などを支援するこ

とで、新潟県の実りある未来の実現を支援する目的で実施する。 

 

 

令和6年度計画 前年度補正後 増減

16件 11件 5

調査研究 5件 4件 1

活動 11件 7件 4

18,724 11,845 6,879

調査研究 8,496 5,350 3,146

活動 10,228 6,495 3,733

区　　分

助成件数

助成金額（単位：千円）

 

 

（３）普及啓発 

ものづくり体験教室 

これからの地域社会を担う子供たちに土木技術者の魅力を伝えるとともに、

公共事業の重要性の理解を深め、職業や進路の選択へ繋げてもらうため、県内

の小学生を対象にコンクリートを活用した体験学習教室を開催する。 

 

１－２ 公共事業発注者への確かな支援 

県内の市町村などに対し、新潟県と同等な公共土木・林業工事の積算システ

ムを提供する。システムの安定稼働を維持することを基本とし、システムの適

正運用に必要なデータの維持管理や更新、操作研修の実施や指導等を行う。 
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また、市町村から寄せられる工事積算などに関する様々な技術的な課題や各

種の相談に対して適切な助言を行い、公共事業執行に対する支援を行う。 

 

  

令和6年度計画 前年度補正後 増減

632 635 △ 3

66,580 82,495 △ 15,915

維持管理経費負担金 28,660 28,837 △ 177

プログラムサポート負担金 37,920 38,100 △ 180

開発経費負担金 0 15,558 △ 15,558

提供台数

区　　分

事業収益(単位：千円）

 

 

１－３ 確かな技術でインフラ整備を支援 

（１）建設材料等に関する試験 

公的試験機関並びに ISO17025 登録試験所としてコンクリートや土砂材料な

どの建設材料に関する各種試験及び付随する業務を実施する。 

また、適正な品質を確保するため全国共通試験に参加し、各種試験精度を維

持していく。 

顧客の生産性向上とデジタル人材の育成を強化するため、事務・試験作業の

補助システムの開発にも取り組み、ＤＸ化を推進していく。 

 

(単位：千円)

区　　分 令和6年度計画 前年度補正後 増減

アスファルト試験 3,079 3,194 △ 115

コンクリート試験 31,262 36,097 △ 4,835

骨材試験 9,814 10,330 △ 516

土質試験 45,359 47,746 △ 2,387

鋼材試験 2,768 2,914 △ 146

アルカリ骨材等試験 8,625 9,079 △ 454

アスファルト事前審査 19,925 18,851 1,074

試験関連受託事業 3,540 3,560 △ 20

計 124,372 131,771 △ 7,399
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（２）社会資本の整備・維持に関する支援 

ア 現場技術業務 

県・市町村が発注する公共事業の円滑な執行を支援するため、発注者の要

請に応え設計書の作成、施工管理補助業務、総合評価入札方式の支援等の発

注関係業務を受託する。 

当年度は、受託事業の減少に伴い、前年度を下回る計画とする。      

(単位：千円)

令和6年度計画 前年度補正後 増減

1,078,474 1,125,249 △ 46,775

土木部（現場技術業務） 1,024,882 1,069,134 △ 44,252

土木部（駐在） 43,100 38,200 4,900

土木部（その他） 440 440 0

他部局 10,052 17,475 △ 7,423

274,754 334,370 △ 59,616

新潟市 96,522 108,615 △ 12,093

その他市町村 178,232 225,755 △ 47,523

0 0 0

1,353,228 1,459,619 △ 106,391

区　　分

新潟県受託事業

市町村受託事業

その他

計
 

 

イ 公物情報の管理支援 

地域の安全性確保を図るため、県・市町村が管理する多大なインフラ設備

の計画的な維持管理と補修対応について幅広い支援を行う。 

① 道路台帳補正審査 

県が管理する道路台帳を補正するために必要な調書類について、適正な

内容となるよう審査を行う。 

② 道路情報の管理支援等 

当センターの道路台帳データベースなどを活用し、県・市町村が管理す

る道路の維持及び改良に必要な情報の整理・調整などの業務を受託する。 

③ 橋梁長寿命化修繕計画の指導・助言及び策定支援 

橋梁の長寿命化を図るための修繕計画について、市町村の状況に応じた

修繕計画の策定支援業務を受託するほか、橋梁関連データシステムの維持

管理を行う。 
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当年度は、策定支援対象市町村の増加に伴い、前年度を大きく上回る計

画とする。        

④ 市町村道路施設定期点検支援業務 

市町村が管理する橋梁、トンネル、標識、照明柱などの各種道路施設に

おける、安全・安心の確保と急激な老朽化への対応など、適切な維持管理

を行っていくための施設点検業務を受託する。 

当年度は、対象市町村の減少に伴い、前年度を下回る計画とする。 

(単位：千円)

区　　分 令和6年度計画 前年度補正後 増減

道路台帳補正審査 6,500 6,866 △ 366

道路情報の管理支援等 17,380 21,500 △ 4,120

橋梁長寿命化修繕計画策定支援 53,559 34,168 19,391

市町村道路施設定期点検支援 218,140 263,106 △ 44,966

計 295,579 325,640 △ 30,061
 

 

（３）建設技術に関する研修及び普及啓発の受託 

県が実施する土木部職員研修、土木及び建築に係る新技術普及活用業務、

建設産業の振興発展に関与する各種の業務を受託し、技術者の資質向上への

一端を担う。                                

(単位：千円)

区　　分 令和6年度計画 前年度補正後 増減

土木部職員研修運営 2,500 2,600 △ 100

Made in 新潟新技術普及･活用制度 5,240 5,240 0

新潟県建設企業経営革新支援 640 20 620

計 8,380 7,860 520
 

 

（４）災害復旧及び防止に関する支援 

自然災害が発生した際、県・市町村からの要請に応じて被災状況の確認や

復旧に係る初動対応を適切に実施するための人的・技術的支援を行う。 

 

２ サスティナブルな運営に向けて 

当センターが、地域社会の発展と安全・安心の確保に対して寄与し続けるために

は、社会情勢変化に伴う要請や課題に確実な対応が必要となる。このため、県や市

-5-



町村等との連携強化を進めることに加え、技術力と資質向上を図ることや人材の

確保、働きがいのある職場環境形成などにも努めていくこととする。 

また、重要性が加速しているインフラメンテナンスや盛土規制など、喫緊の課題

も生じてきている。こうした動きについては多面的なアプローチにより状況をし

っかりと把握し、センターの公益的法人としての社会的責任を自覚しつつ、令和６

年度の事業計画を適切に執行していくものとする。 
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Ⅲ 組織 

   効率的な法人運営と事業実施体制の強化を図るための組織体制とする。 

 

佐渡支所 業務課

技術係

企画調査部

調査研修課

技術第3課

上越支所

長岡支所

技術部

試験部

監事

技術検査室技術検査部

業務課

経理係

技術第２課

技術係

試験課

技術第1課

試験係

技術第2課

理事

庶務係

技術第１課

企画調整係

調査研修係

市町村相談室

技術指導室

企画調整課

試験課

技術第1係

技術第2係

総務課総務部理事長 専務理事

評議員
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Ⅳ 施設・設備の整備等 

   業務執行体制の整備、デジタル化を積極的に進め効率性や正確性の改善を図る

ため以下のとおりの施設・設備の整備を行う。 

 

１ 令和６年度新規整備 

試験機器、試験システム改修、業務関連システムソフトウェア導入等を行う。 

(単位：千円)

計画額 備考

135

材料試験用台車(長岡支所） 135 老朽化による更新

108,115

電話主装置新規入替 6,400

パソコン 76,103 サポート終了に伴う更新

無線測定ロガー 344 ISO対応

アスファルト事前審査　大型乾燥機 1,738 老朽化による更新

アスファルト事前審査　2連式自動遠心抽出機 9,600 老朽化による更新

土質試験　自動突き固め装置 1,750 老朽化による更新

土質試験　貫入試験機（2台） 7,700 老朽化による更新

土質試験　貫入試験機　ロードセル（2セット） 1,956 老朽化による更新

土質試験　貫入試験機　制御パソコン 416 老朽化による更新

練混水試験　ハイパワーミキサー 1,688 老朽化による更新

切断室エアコン（長岡支所） 420 老朽化による更新

14,565

給与・人事システム 2,600 新システム移行

道路・河川占用許可ＤＢプラットフォーム 5,000 システム開発

WSUSサーバー構築 2,760
サーバ老朽化に伴う移設

作業

機器監視設定 2,130
サーバ異常時のリモート

確認

調定収納・試験報告書システム　システム改修 350 作業ミス防止

調定収納・試験報告書システム　手数料改定 1,725 手数料改定対応

122,815

区　　分

業務関連システムソフトウェア

計

器具備品

車両運搬具
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２ 継続整備 

令和6年度計画 前年度補正後 増減 備考

8,300 8,300 0

空調設備GHP更新工事(上越支所） 8,300 8,300 0 R6.6完成予定

3,710 3,710 0

万能圧縮試験機装置（マーシャル試験） 3,710 3,710 0 R6.6納品予定

31,945 31,945 0

受託管理バックオフィス 26,400 26,400 0

材料試験システムパッケージソフト（土質） 5,545 5,545 0 R6.6完成予定

43,955 43,955 0計

ソフトウェア

(単位：千円)

区　　分

建物附属設備

器具備品
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Ⅴ 資金収支及び特定資産の計画 

 

資金収支及び特定資産の計画 

（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31 日） 

 

１ 資金収支及び資金調達の計画 

   当期資金収支に関する計画は以下のとおり。なお、当期における借入等による資金調 

達の計画はない。 

(単位：円)

令和6年度計画 前年度補正後 増減 備考

1,811,222,422 2,203,439,472 △ 392,217,050 流動資産/普通預金の残高

2,131,942,421 2,165,618,174 △ 33,675,753 前期未収金・当期収益の収入等

2,172,778,787 2,557,835,224 △ 385,056,437 前期未払金・当期費用の支出等

1,770,386,056 1,811,222,422 △ 40,836,366

区　　分

当期支出金計画（C)

当期末資金残高（A)+(B)-(C)

前年度繰越資金残高（A)

当期収入金計画（B)

   
  

２ 特定資産の収支計画 

特定の目的のために保有する各資産の、当期における取り崩し及び積み立ては以下の

とおり。 

(単位：円)

令和6年度計画 前年度補正後 増減 備考

特定資産取崩

退職給付引当資産取崩 13,913,658 328,137 13,585,521 当期退職者への給付に充てる額

13,913,658 328,137 13,585,521

特定資産積立

退職給付引当資産積立 6,242,748 17,647,854 △ 11,405,106 流動資産から繰入

減価償却引当資産積立 0 0 0

施設整備等積立資産積立 0 0 0

公益事業運営基金積立 35,481 35,578 △ 97 簿価増加額を運用益として繰入

6,278,229 17,683,432 △ 11,405,203

項　　目

取崩計

積立計
 

 

 

-10-



（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部
  （１）経常収益
　　　　基本財産運用益 2,400 2,400 0
　　　　特定資産運用益 2,788,481 2,441,078 347,403
　　　　事業収益 1,839,861,000 1,996,605,000 △ 156,744,000

　　試験事業収益 124,372,000 131,771,000 △ 7,399,000
　　　アスファルト試験収益 3,079,000 3,194,000 △ 115,000
　　　コンクリート試験収益 31,262,000 36,097,000 △ 4,835,000
　　　骨材試験収益 9,814,000 10,330,000 △ 516,000
　　　土質試験収益 45,359,000 47,746,000 △ 2,387,000
　　　鋼材試験収益 2,768,000 2,914,000 △ 146,000
　　　アルカリ骨材等試験収益 8,625,000 9,079,000 △ 454,000
　　　アスファルト事前審査収益 19,925,000 18,851,000 1,074,000
　　　試験関連受託事業収益 3,540,000 3,560,000 △ 20,000
　　受託事業収益 1,657,187,000 1,793,119,000 △ 135,932,000
　　　現場技術業務受託事業収益 1,024,882,000 1,069,134,000 △ 44,252,000
　　　新潟県受託事業収益 78,272,000 106,211,000 △ 27,939,000

　 　　　市町村受託事業収益 546,453,000 609,855,000 △ 63,402,000
　　　その他受託事業収益 7,580,000 7,919,000 △ 339,000
　　積算システム支援事業収益 57,302,000 70,693,000 △ 13,391,000
　　　維持管理経費負担金収益 25,562,000 25,739,000 △ 177,000
　　　システムサポート負担金収益 31,740,000 31,920,000 △ 180,000
　　　開発経費負担金収益 0
　　研修事業収益 1,000,000 1,022,000 △ 22,000

　　　　受取負担金 0 0 0
　　　　雑収益 1,172,877 1,426,175 △ 253,298

　　雑収益 1,147,368 1,398,812 △ 251,444
　　預金利息収益 25,509 27,363 △ 1,854
    賞与引当金取崩益 48,500,000 43,200,000 5,300,000

　　   経常収益　計 1,892,324,758 2,043,674,653 △ 151,349,895
 （２）経常費用
　　　　事業費 1,843,250,922 1,842,586,748 664,174

　　役員報酬 8,940,000 8,940,000 0
　　給料 378,914,952 369,036,253 9,878,699
　　諸手当 237,317,359 227,987,797 9,329,562
　　賃金 75,609,365 71,044,338 4,565,027
　　退職給付費用 27,644,699 36,209,331 △ 8,564,632
　　社会保険料 111,894,431 107,437,436 4,456,995
　　福利厚生費 6,390,700 6,154,700 236,000
　　諸謝金 4,125,550 4,082,850 42,700
　　旅費交通費 7,347,500 7,791,050 △ 443,550
　　通信運搬費 9,736,150 9,415,300 320,850
　　手数料 10,664,250 6,999,000 3,665,250
　　保険料 1,201,750 1,189,800 11,950
　　会議費 150,000 40,000 110,000
　　研修費 5,418,000 1,465,000 3,953,000
　　消耗什器備品費 1,285,000 1,025,950 259,050
　　消耗品費 13,941,100 13,886,950 54,150
　　修繕費 3,320,000 5,794,700 △ 2,474,700
　　印刷製本費 3,441,650 2,601,350 840,300
　　燃料費 6,136,650 5,906,650 230,000
　　光熱水費 16,410,500 16,193,850 216,650
　　図書購入費 364,500 471,000 △ 106,500
　　賃借料 59,418,900 59,503,600 △ 84,700
　　租税公課 11,850,750 12,606,150 △ 755,400
　　法人税充当金 32,000,000 123,000,000 △ 91,000,000

令和6年度　収支予算書
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

科　　　　　目 予算額 前年度補正後 増減
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（単位：円）

科　　　　　目 予算額 前年度補正後 増減

　　渉外費 500,000 376,000 124,000
　　支払負担金 2,301,600 4,615,600 △ 2,314,000
　　支払助成金 18,724,000 11,850,000 6,874,000
　　委託費 84,080,050 47,998,500 36,081,550
　　外注費 549,021,000 553,595,000 △ 4,574,000
　　減価償却費 109,129,206 77,106,243 32,022,963
　　賞与引当金繰入額 45,971,310 48,262,350 △ 2,291,040

　　　　管理費 39,715,824 28,253,936 11,461,888
　　役員報酬 8,940,000 8,940,000 0
　　給料 2,199,300 2,200,785 △ 1,485
　　諸手当 1,187,112 1,149,892 37,220
　　賃金 0 35,800 △ 35,800
　　退職給付費用 138,902 200,563 △ 61,661
　　社会保険料 633,058 672,873 △ 39,815
　　福利厚生費 51,300 56,300 △ 5,000
　　諸謝金 83,450 94,150 △ 10,700
　　旅費交通費 84,500 81,950 2,550
　　通信運搬費 95,850 96,700 △ 850
　　手数料 379,750 245,000 134,750
　　保険料 61,250 60,200 1,050
　　会議費 440,000 650,000 △ 210,000
　　研修費 232,000 45,000 187,000
　　消耗什器備品費 15,000 14,050 950
　　消耗品費 110,900 154,050 △ 43,150
　　修繕費 30,000 35,300 △ 5,300
　　印刷製本費 105,350 98,650 6,700
　　燃料費 350 350 0
　　光熱水費 535,500 526,150 9,350
　　図書購入費 500 0 500
　　賃借料 351,100 332,400 18,700
　　租税公課 476,250 516,850 △ 40,600
　　渉外費 1,550,000 1,566,000 △ 16,000
　　支払負担金 83,400 73,400 10,000
　　支払寄附金 10,726,000 3,234,000 7,492,000
　　委託費 2,670,950 933,000 1,737,950
　　減価償却費 8,305,362 6,002,873 2,302,489
　　賞与引当金繰入額 228,690 237,650 △ 8,960

　　　経常費用　計 1,882,966,746 1,870,840,684 12,126,062

　評価損益等調整前当期経常増減額 9,358,012 172,833,969 △ 163,475,957
評価損益等　計
　当期経常増減額 9,358,012 172,833,969 △ 163,475,957
２．経常外増減の部
（１）経常外収益
経常外収益　計 0 0 0
（２）経常外費用
　　　経常外費用　計 0 20,605,481 △ 20,605,481
当期経常外増減額 0 20,605,481 20,605,481
　他会計振替前当期一般正味財産増減額 9,358,012 152,228,488 △ 142,870,476
他会計振替額 0 0 0
　当期一般正味財産増減額 9,358,012 152,228,488 △ 142,870,476
　一般正味財産期首残高 4,940,632,515 4,788,404,027 152,228,488
　一般正味財産期末残高 4,949,990,527 4,940,632,515 9,358,012

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　一般正味財産への振替額 459,428 459,428 0
　当期指定正味財産増減額 △ 459,428 △ 459,428 0

　　指定正味財産期首残高 18,942,262 19,401,690 △ 459,428
　指定正味財産期末残高 18,482,834 18,942,262 △ 459,428

Ⅲ　正味財産期末残高 4,968,473,361 4,959,574,777 8,898,584

（注） 当予算書は正味財産増減計算ベースで表示している。
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（単位：円）

実施事業等会計 その他会計 法人会計 内部取引消去 合計

  １．経常増減の部

  （１）経常収益

　　　　基本財産運用益 2,400 0 0 0 2,400

　　　　特定資産運用益 2,788,481 0 0 0 2,788,481

　　　　事業収益 67,580,000 1,781,559,000 0 △ 9,278,000 1,839,861,000

　　　　受取負担金 2,040,000 15,725,000 120,000 △ 17,885,000 0

　　　　雑収益 3,813 729,388 439,676 0 1,172,877

　　　　賞与引当金取崩益 1,013,650 47,248,700 237,650 0 48,500,000

　経常収益　計 73,428,344 1,845,262,088 797,326 △ 27,163,000 1,892,324,758

 （２）経常費用

　　　　事業費 141,768,657 1,728,645,265 0 △ 27,163,000 1,843,250,922

　　　　管理費 0 0 39,715,824 0 39,715,824

　経常費用　計 141,768,657 1,728,645,265 39,715,824 △ 27,163,000 1,882,966,746

　当期経常増減額 △ 68,340,313 116,616,823 △ 38,918,498 0 9,358,012

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

　経常外収益　計 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

　経常外費用　計 0 0 0 0 0

　当期経常外増減額 0 0 0 0 0

△ 68,340,313 116,616,823 △ 38,918,498 0 9,358,012

他会計振替額 40,000,000 △ 40,000,000 0 0 0

　当期一般正味財産増減額 △ 28,340,313 76,616,823 △ 38,918,498 0 9,358,012

　一般正味財産期首残高 544,793,100 3,268,373,616 1,127,465,799 0 4,940,632,515

　一般正味財産期末残高 516,452,787 3,344,990,439 1,088,547,301 0 4,949,990,527

　一般正味財産への振替額 0 459,428 0 0 459,428

　当期指定正味財産増減額 0 △ 459,428 0 0 △ 459,428

　指定正味財産期首残高 3,000,000 15,942,262 0 0 18,942,262

　指定正味財産期末残高 3,000,000 15,482,834 0 0 18,482,834

519,452,787 3,360,473,273 1,088,547,301 0 4,968,473,361

　　　令和6年度 正味財産増減計算書 内訳表（総括）

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

Ⅱ　指定正味財産増減の部

Ⅲ　正味財産期末残高

他会計振替前
当期一般正味財産増減額

科　　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部
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（単位：円）

継続２ 寄附1

研修事業 研究事業 普及啓発事業
積算システム

支援事業
特定寄附

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部
  （１）経常収益
　　　　基本財産運用益 0 2,400 0 0 0 0 2,400 0 0 0 0 0 0 2,400

　　有価証券運用益 0 2,400 0 0 0 0 2,400 0 0 0 0 0 0 2,400
　　　　特定資産運用益 0 2,788,481 0 0 0 0 2,788,481 0 0 0 0 0 0 2,788,481

       有価証券運用益 0 2,788,481 0 0 0 0 2,788,481 0 0 0 0 0 0 2,788,481
　　　　事業収益 1,000,000 0 0 66,580,000 0 0 67,580,000 124,372,000 1,657,187,000 0 1,781,559,000 0 △ 9,278,000 1,839,861,000

　　試験事業収益 0 0 0 0 0 0 0 124,372,000 0 0 124,372,000 0 0 124,372,000
　　　アスファルト試験収益 0 0 0 0 0 0 0 3,079,000 0 0 3,079,000 0 0 3,079,000
　　　コンクリート試験収益 0 0 0 0 0 0 0 31,262,000 0 0 31,262,000 0 0 31,262,000
　　　骨材試験収益 0 0 0 0 0 0 0 9,814,000 0 0 9,814,000 0 0 9,814,000
　　　土質試験収益 0 0 0 0 0 0 0 45,359,000 0 0 45,359,000 0 0 45,359,000
　　　鋼材試験収益 0 0 0 0 0 0 0 2,768,000 0 0 2,768,000 0 0 2,768,000
　　　アルカリ骨材等試験収益 0 0 0 0 0 0 0 8,625,000 0 0 8,625,000 0 0 8,625,000
　　　アスファルト事前審査収益 0 0 0 0 0 0 0 19,925,000 0 0 19,925,000 0 0 19,925,000
　　　試験関連受託事業収益 0 0 0 0 0 0 0 3,540,000 0 0 3,540,000 0 0 3,540,000
　　受託事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 1,657,187,000 0 1,657,187,000 0 0 1,657,187,000
　　　現場技術業務受託収益 0 0 0 0 0 0 0 0 1,024,882,000 0 1,024,882,000 0 0 1,024,882,000
　　　新潟県受託事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 78,272,000 0 78,272,000 0 0 78,272,000

　 　　　市町村受託事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 546,453,000 0 546,453,000 0 0 546,453,000
　　　その他受託事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 7,580,000 0 7,580,000 0 0 7,580,000
　　積算システム支援事業収益 0 0 0 66,580,000 0 0 66,580,000 0 0 0 0 0 △ 9,278,000 57,302,000
　　　維持管理経費負担金収益 0 0 0 28,660,000 0 0 28,660,000 0 0 0 0 0 △ 3,098,000 25,562,000
　　　システムサポート負担金収益 0 0 0 37,920,000 0 0 37,920,000 0 0 0 0 0 △ 6,180,000 31,740,000
　　研修事業収益 1,000,000 0 0 0 0 0 1,000,000 0 0 0 0 0 0 1,000,000

　　　　受取負担金 0 0 0 2,040,000 0 0 2,040,000 390,000 15,335,000 0 15,725,000 120,000 △ 17,885,000 0
　　受取人件費負担金 0 0 0 2,040,000 0 0 2,040,000 390,000 15,335,000 0 15,725,000 120,000 △ 17,885,000 0

　　　　雑収益 0 3,395 0 418 0 0 3,813 669,044 60,344 0 729,388 439,676 0 1,172,877
　　雑収益 0 0 0 0 0 0 0 669,044 60,324 0 729,368 418,000 0 1,147,368
　　預金利息収益 0 3,395 0 418 0 0 3,813 0 20 0 20 21,676 0 25,509

　　　　賞与引当金取崩益 0 0 0 776,000 0 237,650 1,013,650 7,905,500 35,065,500 4,277,700 47,248,700 237,650 0 48,500,000
　経常収益　計 1,000,000 2,794,276 0 69,396,418 0 237,650 73,428,344 133,336,544 1,707,647,844 4,277,700 1,845,262,088 797,326 △ 27,163,000 1,892,324,758
 （２）経常費用
　　　　事業費 12,067,182 23,956,000 1,425,000 88,823,738 0 15,496,737 141,768,657 206,479,403 1,287,111,259 235,054,603 1,728,645,265 0 △ 27,163,000 1,843,250,922

　　役員報酬 0 0 0 0 0 1,788,000 1,788,000 0 0 7,152,000 7,152,000 0 0 8,940,000
　　給料 0 0 0 9,034,800 0 2,199,300 11,234,100 51,880,320 276,213,132 39,587,400 367,680,852 0 0 378,914,952
　　諸手当 0 0 0 5,768,585 0 1,187,112 6,955,697 34,629,973 174,363,673 21,368,016 230,361,662 0 0 237,317,359
　　賃金 0 0 0 0 0 0 0 22,778,528 52,830,837 0 75,609,365 0 0 75,609,365
　　退職給付費用 0 0 0 982,195 0 138,901 1,121,096 5,117,250 18,906,124 2,500,229 26,523,603 0 0 27,644,699
　　社会保険料 0 0 0 2,432,758 0 633,059 3,065,817 18,275,224 79,158,336 11,395,054 108,828,614 0 0 111,894,431
　　福利厚生費 0 0 0 70,000 0 51,300 121,300 1,093,000 4,253,000 923,400 6,269,400 0 0 6,390,700
　　諸謝金 2,478,000 33,000 0 0 0 83,450 2,594,450 0 29,000 1,502,100 1,531,100 0 0 4,125,550
　　旅費交通費 65,000 5,000 10,000 60,000 0 84,500 224,500 760,000 4,842,000 1,521,000 7,123,000 0 0 7,347,500
　　通信運搬費 135,000 50,000 20,000 619,000 0 95,850 919,850 2,531,000 4,560,000 1,725,300 8,816,300 0 0 9,736,150
　　手数料 226,000 10,000 5,000 16,000 0 379,750 636,750 1,019,000 2,173,000 6,835,500 10,027,500 0 0 10,664,250
　　保険料 0 0 0 0 0 61,250 61,250 0 38,000 1,102,500 1,140,500 0 0 1,201,750
　　会議費 85,000 0 0 0 0 0 85,000 10,000 55,000 0 65,000 0 0 150,000
　　研修費 0 0 0 40,000 0 232,000 272,000 20,000 950,000 4,176,000 5,146,000 0 0 5,418,000
　　消耗什器備品費 0 0 0 0 0 15,000 15,000 400,000 600,000 270,000 1,270,000 0 0 1,285,000
　　消耗品費 50,000 0 20,000 10,000 0 110,900 190,900 3,659,000 8,095,000 1,996,200 13,750,200 0 0 13,941,100
　　修繕費 0 0 0 0 0 30,000 30,000 2,250,000 500,000 540,000 3,290,000 0 0 3,320,000
　　印刷製本費 40,000 100,000 500,000 0 0 105,350 745,350 700,000 100,000 1,896,300 2,696,300 0 0 3,441,650
　　燃料費 0 0 0 0 0 350 350 930,000 5,200,000 6,300 6,136,300 0 0 6,136,650
　　光熱水費 0 0 0 0 0 535,500 535,500 2,083,000 4,153,000 9,639,000 15,875,000 0 0 16,410,500
　　図書購入費 0 0 0 0 0 500 500 105,000 250,000 9,000 364,000 0 0 364,500
　　賃借料 10,000 0 0 16,277,000 0 351,100 16,638,100 4,259,000 32,202,000 6,319,800 42,780,800 0 0 59,418,900
　　租税公課 50,000 450,000 0 66,000 0 476,250 1,042,250 236,000 2,000,000 8,572,500 10,808,500 0 0 11,850,750
　　法人税充当金 0 0 0 0 0 0 0 0 32,000,000 0 32,000,000 0 0 32,000,000
　　渉外費 0 0 0 0 0 0 0 150,000 350,000 0 500,000 0 0 500,000
　　支払負担金 8,730,000 4,584,000 870,000 3,701,000 0 83,400 17,968,400 27,000 3,788,000 1,501,200 5,316,200 0 △ 20,983,000 2,301,600
　　支払助成金 0 18,724,000 0 0 0 0 18,724,000 0 0 0 0 0 18,724,000
　　委託料 0 0 0 4,089,000 0 2,670,950 6,759,950 14,276,000 21,147,000 48,077,100 83,500,100 0 △ 6,180,000 84,080,050
　　外注費 0 0 0 41,326,000 0 0 41,326,000 0 507,695,000 0 507,695,000 0 0 549,021,000
　　減価償却費 198,182 0 0 3,546,000 0 3,954,275 7,698,457 32,036,708 17,071,757 52,322,284 101,430,749 0 0 109,129,206
　　賞与引当金繰入支出 0 0 0 785,400 0 228,690 1,014,090 7,253,400 33,587,400 4,116,420 44,957,220 0 0 45,971,310

　　　　管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 39,715,824 0 39,715,824
　　役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,940,000 0 8,940,000
　　給料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,199,300 0 2,199,300
　　諸手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,187,112 0 1,187,112
　　賃金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　退職給付費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 138,902 0 138,902
　　社会保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 633,058 0 633,058
　　福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 51,300 0 51,300
　　諸謝金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 83,450 0 83,450
　　旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 84,500 0 84,500
　　通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 95,850 0 95,850
　　手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 379,750 0 379,750
　　保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 61,250 0 61,250
　　会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 440,000 0 440,000
　　研修費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 232,000 0 232,000
　　消耗什器備品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15,000 0 15,000
　　消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 110,900 0 110,900
　　修繕費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 30,000 0 30,000
　　印刷製本費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 105,350 0 105,350
　　燃料費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 350 0 350
　　光熱水費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 535,500 0 535,500
　　図書購入費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 500 0 500
　　賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 351,100 0 351,100
　　租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 476,250 0 476,250
　　渉外費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,550,000 0 1,550,000
　　支払負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 83,400 0 83,400
　　支払寄附金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,726,000 0 10,726,000
　　委託料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,670,950 0 2,670,950
　　減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,305,362 0 8,305,362
　　賞与引当金繰入支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 228,690 0 228,690

　経常費用　計 12,067,182 23,956,000 1,425,000 88,823,738 0 15,496,737 141,768,657 206,479,403 1,287,111,259 235,054,603 1,728,645,265 39,715,824 △ 27,163,000 1,882,966,746
　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 11,067,182 △ 21,161,724 △ 1,425,000 △ 19,427,320 0 △ 15,259,087 △ 68,340,313 △ 73,142,859 420,536,585 △ 230,776,903 116,616,823 △ 38,918,498 0 9,358,012
評価損益等　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　当期経常増減額 △ 11,067,182 △ 21,161,724 △ 1,425,000 △ 19,427,320 0 △ 15,259,087 △ 68,340,313 △ 73,142,859 420,536,585 △ 230,776,903 116,616,823 △ 38,918,498 0 9,358,012
２．経常外増減の部
（１）経常外収益 0
経常外収益　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（２）経常外費用 0 0
経常外費用　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 11,067,182 △ 21,161,724 △ 1,425,000 △ 19,427,320 0 △ 15,259,087 △ 68,340,313 △ 73,142,859 420,536,585 △ 230,776,903 116,616,823 △ 38,918,498 0 9,358,012
他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　当期一般正味財産増減額 △ 11,067,182 △ 21,161,724 △ 1,425,000 △ 19,427,320 0 △ 15,259,087 △ 68,340,313 △ 73,142,859 420,536,585 △ 230,776,903 116,616,823 △ 38,918,498 0 9,358,012
　一般正味財産期首残高 4,393,284 666,335,937 △ 17,763,792 43,060,225 △ 3,000,000 △ 148,232,554 544,793,100 △ 201,826,428 4,966,563,457 △ 1,496,363,413 3,268,373,616 1,127,465,799 0 4,940,632,515
　一般正味財産期末残高 △ 6,673,898 645,174,213 △ 19,188,792 23,632,905 △ 3,000,000 △ 163,491,641 476,452,787 △ 274,969,287 5,387,100,042 △ 1,727,140,316 3,384,990,439 1,088,547,301 0 4,949,990,527
　　一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 0 459,428 0 0 459,428 0 0 459,428

一般正味正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 0 459,428 0 0 459,428 0 0 459,428
　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 △ 459,428 0 0 △ 459,428 0 0 △ 459,428

　　指定正味財産期首残高 0 3,000,000 0 0 0 0 3,000,000 15,942,262 0 0 15,942,262 0 0 18,942,262
　指定正味財産期末残高 0 3,000,000 0 0 0 0 3,000,000 15,482,834 0 0 15,482,834 0 0 18,482,834

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 6,673,898 648,174,213 △ 19,188,792 23,632,905 △ 3,000,000 △ 163,491,641 479,452,787 △ 259,486,453 5,387,100,042 △ 1,727,140,316 3,400,473,273 1,088,547,301 0 4,968,473,361

　他会計振替前当期一般正味財産増減額

共通 小計 試験事業 受託事業 管理費 小計

令和6年度 収支予算書 内訳表
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

科　　　　　目

実施事業等会計 その他会計

法人会計
内部取引

消去
合計継続１
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